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編 集 後 記 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　わが国の酪農家戸数は減少傾向が続いており、農林水産省「畜
産統計」によると、全国の乳用牛成畜飼養戸数（2025年２月１
日現在）は前年比5.0％の減少で11,100戸（北海道：4,830戸、
都府県：6,270戸）となりました。持続可能な力強い酪農を実現
していくためには、酪農の内外からの新規就農を促進し、世代間
バランスの取れた産業構造にしていくことが重要であると言われ
ています。
　酪農家戸数の減少に歯止めがかからない状況の背景には、経営
者の世代交代（事業の承継）が困難であることが指摘されていま
すが、その実態はどうなっているのでしょうか。この問題を解
決するヒントは、日本政策金融公庫農林水産事業が融資先の担い
手農業者を対象に実施した「農業景況調査（2026年１月調査）」
における特別調査（「今後の事業承継の意向」や「課題」などに
関する調査）から得られるのではないでしょうか。
　同調査によると、今後の事業承継の意向については、後継者候
補がいる経営体の承継先のうち「親族へ承継」の占める割合が突
出（個人経営：45.0％、法人経営：31.0％）していました。ま
た、事業承継における課題については、「経営ノウハウ、生産技
術の承継」（北海道：53.4％、都府県：51.9％）の割合が最も高
く、次いで「事業の将来性が不安」（北海道：43.0％、都府県：
50.5％）が高くなりました。


